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Summary We sought to clarify the etfects of childcare with high physical activity on the evasion action indices of 

collision avoidanc巴behaviorsas well as on the daily activity indices in two-to four-year-old children. 

A tota1 of 79 subjects， 16 two-year-old， 39 three-year-old， and 24 four-year-old children， were divided into two 
groups by the period ofhigh activity childcare: 4 months or shorter (sho吋group)and 11 months or longer (long group). 

The daily activity indices， i.e.， total energy consumption， activity mass， number of steps， and activity time were 
monitored by a life activity recorder. The evasion action indices， i.e.， average discemment time， shortest discemment 
time and collision occuηence rate， were measured with the evasion action measuring machine we had developed. The 

jumping reaction time was measured by an appara旬sfor measuring the jumping reaction time in response to a light 

stimulus. 

To clarifシtheditference between the short and long groups， 10 pairs of age-matching boys and II pairs of 

age-matching girls were selected合omthe two groups. 

To study the age etfect on the evasion action indices， regression analysis was used to analyze the relationship between 

the age in months and each evasion action index. 

Among the daily activity indicお，the total energy consumption， activity mass， and number of steps were signi白cantly
higher in boys of the long group than those of the short group. The activity time was longer in boys of the long group， 

but the ditference was not statistically significant. As to the girls， the tendency observed in the boys was seen， but it was 

not so clear. As for the evasion action indices， the average discemment time and the shortest discemment time were 

shorter and the collision occurrence rate was lower in the long group than in the short group. The ditference in the 

collision occuηence rate in boys was only significant， and the other indicators did not ditfer significantly between the 

two groups. The jumping reaction time was shorter in the long group than in the short group in both sexes， but the 

ditferences were not significant. 

In regression analysis， significant downward leaning of the regression line for the collision occurrence rate was seen 

in boys and girls of both groups. In the long group， the collision occurrence rate for relatively young subjects was low 

and the average discemment time and shortest discemment time were also short， showing little change by aging. On the 

other hand，each index in the short group for relatively young subjects was high，but decreased to the level of the long 

group with aging. 

These results suggest that childcare with high physical activity may contribute to the increased daily life activity and 

improved evasion action indices. It is necessary to continue the study further to make this inf1uence clearer. 
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はじめに

児童生徒の障害事故の中では、衝突事故の頻度が高く

1) 2) 3)、衝突事故を起こす環境面からの対策が行われて

きているの。我々はもう一方の側面である子ども自身の

要因をとり上げ、衝突回避行動能力の測定を行ってきた

わ。衝突事故発生状況に類似した状態を再現できる衝突

回避行動観察測定機を開発し、児童や生徒で実測してき

た。その結果から、この測定機は安全に回避行動を測定

できることを明らかにし、得られた指標が対象者の年齢

や個人差と関係している可能性を指摘してきた 5)。

ところで衝突回避行動は、衝突物(又は危険)を認知

して、回避する動作を起こし、回避することであるから、

危険性の認知力と運動能力とに関係することが考えられ

る。児童生徒において運動能力の向上を図ることは大切

であり、学校でも積極的に行われている。しかし、幼児

においては、運動能力の向上を目指した運動を行うこと

はむずかしくべ日常生活活動を高めることで、運動能

力の向上を図ることが望ましいと考えられている 7)。そ

のような例として、活発に運動して、運動遊びをよくす

る保育が運動能力に影響を及ぼしていることが報告され

ている九しかし、日常生活活動を高めるような活動的

な保育と衝突回避行動との関連性をみた報告は、我々が

調べた範囲ではみつからなかった。

そこで本研究は、活動的な保育を行っている園に通う

幼児を対象に衝突回避行動を観察測定し、活動的な保育

が衝突回避行動や生活活動に及ほ、す影響を明らかにする

ことを試みた。

方 法

1.対象グループにおける保育状況

保育における活動は、週 2回、 l回2時間で実施され

ている。活動の中身は、遊びを中心とした身体活動に重

点が置かれている。たとえば、屋内での遊びは、平均台、

トランポリンを使ったジャンプ、階段の登り降り、マッ

ト斜面の上り下りがある。屋外の遊びと して、坂、丘な

どの斜面の登り降り、駆けっこなどが行われている。園

の担当者は、 2時間の活動の問、身体を十分に動かし、

かっ、幼児の身体が触れ合うように意図的に各遊びを実

施している。

2.対象児

対象児は、保育児79名(男児37名、女児42名)であっ

た。保育の期間によ って、ここでの保育期間が4か月以

内の幼児を短期群、 11か月以上の幼児を長期群とした。

表 1には群別の対象児の年齢と平均月齢の分布を示し

た。短期群は 35名に対し長期群は 44名で、長期群の児

数が多かった。短期群と長期群に同一幼児は含まれてい

tJ. ¥，、。

調査は、対象者の保護者に研究の趣旨や方法、自由意

思による参加であること、危険性の有無、プライパシー

が保護されることなどを十分説明し、保護者の承認を得

た。さらに、調査をいやがる幼児は測定不可とした。なお、

本研究は、大阪青山大学倫理委員会の承認を得て行った。

表 1 活動的保育期間別対象者の性別 ・年齢別分布

短期群 長期群

(保育経験4ヶ月以下) (保育経験11ヶ月以上)

全対象者 平均月齢 全対象者 平均月齢 合計人数

2歳 4 31.6 3 28.3 7 

3歳 10 39.6 8 40.5 18 
男児

4歳 4 49.5 8 54.4 12 

計 18 19 37 

2歳 6 32.0 3 28.0 9 

3歳 8 38.9 13 40.7 21 
女児

4歳 3 46.7 9 53.9 12 

言十 17 25 42 

合計 35 44 79 



3.実施方法

調査は、平成 22年 2月と、 同年 7月に行った。平成

22年 2月実施時の幼児は平成 21年 4月以前に入所して

いて、保育期聞は最低で 11か月以上の経験があるものを

対象者とした(長期群)。また、平成 22年 7月は新たに

同年4月に入所した 4か月以内のものを対象とした(短

期群)03月は保育を終了するものがいること、7月は4

月に入所した保育児が保育の生活に慣れる頃であるため

この時期を調査時期とした。

1 )衝突回避行動観察測定

独自に開発した衝突回避行動観察機により衝突事故に

疑似的な状況を再現した 5)。ボール速度を段階的に変え

て対象児に近づけ、対象児が接近するボールを認知して

から回避するまでの時間と回避行動(衝突を含む)を観

察した。詳細についてはすでに報告している九

観察測定は、異なるボール速度 (2.0~3 .4m/秒)で 2

~7 回行った。毎回の測定で、ボールに接触したかどう

か(接触した場合は失敗、接触しなかった場合は成功と

した)、回避に成功した場合はそれに要した時聞を求め

た。段階的にボール速度を速くしていき、2回続けて接

触した場合は、その後の測定を打ち切りにした。その結

果から、成功した場合の回避の成功に要した時間の平均

値(平均反応時間)と最短時間(最短反応時間)、測定回

数のうち失敗した割合(接触生起率)を求めた。また、

途中で測定を打ち切った場合は、その後の測定は全て失

敗として扱った。

2 )身体計測

身長、体重は、調査日の一週間前に NPOの保育グル

ープが測定した桔果を使用した。
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3 )生活活動調査

生活活動量を測定するために、生活活動測定機(スズ

ケン、ライフコーダ PLUS)を腰に 1週間装着した。入

浴時と睡眠時は、測定機をはずすように指示した。測定

期間中に有効な測定が行われた数日間(土曜、日曜を含

む)のデータを用いて、以下の指標を算出した。

①総エネルギー消費量 (kcaI/日)

幼児の生理的に必要な最ノト限のエネルギー消費量であ

る基礎代謝量と生活活動で消費されたエネルギー量を合

わせたもの

②活動量 (kcaI/日)

生活活動で消費されたエネルギー量

③歩数(歩/日)

移動のために要した歩数

④活動時間(分/日)

移動などの身体活動の時間のうち 、 1~9 メッツの強度

を示す身体活動の l日の平均時間で、測定可能であった

日数の平均値で示した。

4 )全身反応時間

2歳児でも測定可能な身体機能検査として全身反応時

聞を、 全身反応時間測定機 (竹井機器、 T附(5408)を用

いて測定した。測定はマット上に立った被験者が光刺激

に応じて素早くジャンプし、マットから両足が離れるま

での時間 (m秒)を計測した。 5回の測定結果を平均し

て、個人の測定値とした。

5 )解析方法

(1)短期群と長期群の 2群聞で年齢(月齢)の影響を

少なくして比較するため、 2群から月齢(:tlか月)が

同じ対象者を取出し、マッチング分析対象者と した。男

表 2 調査対象者の年齢別保育期間による身長 ・体重と日本人の平均値

短期群 長期群 日本人

保育期間4ヶ月以内 保育期間IIヶ月以上 各年齢の中央値

n数月齢 SD 身長 SD 体重 SD n数月齢 SD 身長 SD 体重 SD 月齢*身長体重

男児 2歳 4 31.6 (2.9) 87.4 (2.7) 12.5 (0.9) 3 28.3 (5.8) 94.7* (1.2) 15.4* (1.4) 33.0 91.0 13.0 

3歳 10 39.6 (3.6) 93.0 (4.8) 14.0 (1.6) 8 40.5 (3.9) 94.0 (2.1) 14.2 (1.1) 45.0 98.2 14.9 

4歳 4 49.5 (1.3) 103.5 (0.9) 16.0 (1.1) 8 54.4* (3.6) 104.7 (1.7) 18.3 (3.3) 57.0 104.9 16.9 

女児 2歳 6 32.0 (1.8) 90.2 (3.0) 12.9 (2.2) 3 28.0* (6.1) 94.0* (3.6) 14.4 (0.5) 33.0 89.9 12.5 

3歳 8 38.9 (2.2) 91.5 (2.9) 13.5 (1.3) 13 40.7 (3.1) 95.0* (3.2) 14.1 (1.2) 45.0 97.4 14.4 

4歳 3 46.7 (1.5) 96.3 (3.5) 13.9 (1.0) 9 53.1*(3.1) 101.8* (3.3) 16.8 (2.3) 57.0 104.3 16.5 

*各年齢十9か月齢児の身長 ・体重の中央値

J. Osaka Aoyama University， 2010. vol.3 
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表3 活動的保育期間別性別年齢別マッチンク対象者の分布

短期群

(保育経験4ヶ月以下)

全対象者 yチンク 平均月齢
対象者

2歳 4 

3歳 10 7 
男児

4歳 4 2 

言十 18 10 42.2 

2歳 6 

3歳 8 8 
女児

4歳 3 2 

百十 17 11 39.8 

合計 35 21 

女別にマッチング分析対象者の生活活動指標と回避行動

指標について、平均値の差の検定(t検定)を行った。 5%

未満を有意差ありと判定した。

次に、(2)全調査対象者から衝突回避行動がとれな

かった幼児を除いたあと、男女別に月齢と衝突回避行動

指標について回帰分析を行った。有意な回帰直線が得ら

れた項目については 2群聞の回帰直線の傾きと切片の差

の検定を行い、 保育期間の違いによる回避行動の月齢変

化の影響を検討した。

中古 果

1.対象児の身体計測値

対象児79名の保育期間別の身長、体重を日本人の近似

月齢の平均身長と体重 8)と比較して表2に示した。日本

人の同年齢(月齢に違いはある)2歳、 4歳の男児と比

べ、長期群で身長、体重が大きかった。短期群と長期群

の比較では、男児では 2歳児の平均身長と体重、4歳児

の平均月齢、女児では 2歳の平均月齢と身長、3歳児の

平均身長、4歳児の平均月齢と身長が長期群で有意に大

長期群

(保育経験 11ヶ月以上)

ァチング 平均月齢
合計人数

全対象者
対象者

3 2 7 

8 6 18 

8 2 12 

19 10 41.8 37 

3 9 

13 8 21 

9 2 12 

25 11 40.9 42 

44 21 79 

きかっfこ。

2.月齢の影響を除いた解析結果

この年齢の幼児は性別や月齢によって形態や活動能力

が異なる。回避行動も性別や月齢によって大きく影響を

受ける。このような影響をできるだけ除いた比較が必要

である。そこで男女別に、短期群と長期群から月齢がで

きるだけ近い対象者(::t1か月)を選んだ。それぞれの

群から男児 10組 (20名)、女児 11組 (22名)が得られ

た(表 3)。男女別、 短期群と長期群別の各測定項目につ

いて、 平均値と標準偏差を求め、平均値の差の検定(t 

検定)を行い、 5%未満を有意差あり と判定した。

1 )マッチング分析対象者の平均月齢、身長と体重

マッチング分析対象者の月齢、身長、体重は表4に示

した。短期群・長期群別にみると、月齢は男児短期群42.2

か月、長期群 41.8か月、女児短期群 39.8か月、長期群

40.9か月であり、2群聞には有意差はみられなかった。

身長と体重は、長期群の方が大きな値を示したが、有意

差はなかった(表4)。

表4 男女別マッチング対象者の保育期間別平均身長と平均体重の比較

月齢 (SD) 身長(cm)(SD) 体重(kg)(SD) 

男児
短期群 42.2 (5.8) 93 (7.5) 13.7 (1.8) 

長期群 41.8 (5.6) 96 (4.4) 15.6 (4.0) 

女児
短期群 39.8 (4.1) 93 (3.7) 13.7 (1.1) 

長期群 40.9 (4.4) 94 (3.1) 13.9 (1.1) 

男児短期群、長期群の各日数=10

女児短期群、長期群の各n数=11

男女児の月齢、身長、体重は短期群長期群で有意差なし。
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表5 男女別に月齢でマッチングした対象者の保育期間の違いによる生活活動指標と全身反応の平均値の比較

総エネルギー 運動量 歩数 平均活動時間 全身反応

消費量 (SD) (SD) (SD) (SD) (SD) 

短期群 1004 (80)--"; 48 (17)--"; 7216 (2685)--"; 91 (18) 0.921 (0.351) 
男児一一一一一一一一一一一一ーす一一一一一一一一一一一一一子一一一一一一一一一一一一一一一~-j
長期群 1180 (161)-' 75 (25)-' 10577 (1170)-' 103 (27) 0.937 (0.402) 

短期群 1002 (91) 55 (25) 8581 (3898) 88 (24) 1.084 (0.454) 
女児 一一一一
長期群 935 (309) 59 (16) 8817 (2409) 93 (24) 0.903 (0.161) 

* : p<0.05 
総エネルギー消費量、運動量 :kcal/目、 歩数歩/日、 平均活動時間分/日

全身反応時間 m秒

男児:n=20名、女児 :n=22名

表6 男女別マ ッチング対象者の保育期間の違いによる回避行動指標平均値の比較

接触生起率 平均反応時間 (m秒) 最短反応時間 (m秒)

(SD) (SD) (SD) 

短期群 0.53 (0.28)4 1100 (269) 917 (361) 
男児 斗

長期群 0.28 (0.33)-' 945 (117) 826 (89) 

平均値の増減率(%) -47 -14 -10 

女児
短期群 0.71 (0.35) 1118 (191) 977 (317) 

長期群 0.62 (0.30) 978 (113) 895 (145) 

平均値の増減率(%) 13 

* : p<0.05 
男児短期群、長期群各 n=10

女児短期群、長期群各 n=11

2 )マッチング分析対象者の生活活動量指標値と全身反

応時間

マッチング分析対象者の総エネルギー消費量、活動量、

歩数、活動時間の男女別群別平均値を表5に示した。女

児の総エネルギー消費量を除き、男女とも運動量、歩数、

活動時間は長期群で大きくなっていた。特に男児では総

エネルギー消費量 (1171kcaV日)、運動量 (75kcaV日)、

歩数 (9832歩/日)で有意に多くなっていた。

全身反応時間の群別平均値をみると、男児は短期群0.921

(標準偏差 SD:0.351)秒、 長期群0.937(SD: 0.402)秒

とほぼ等しく、女児では短期群 1.084(SD : 0.455)秒に

対し、長期群0.903(SD: 0.161)秒で短かったが、有意

差はなかった。

3 )マッチング分析対象者の衝突回避行動指標値

マッチング分析対象者の衝突回避行動指標(接触生起

率、平均反応時間、 最短反応時間)の平均値を見ると(表

6)、男児の長期群では接触生起率(0.28)は短期群(0.53)

に比べ0.25ポイ ント小さく 、平均反応時間 (1106: 945) 

は155m秒、 最短反応時間 (917: 826)は91m秒短かっ

13 8 

た。女児では接触生起率 (0.71: 0.62)は 0.09ポイン ト

小さく 、平均反応時間(1118:978)は140m秒、最短反

応時 (977・895)は82m秒短かった。男児の接触生起率

では有意差が見られた。

3.保育期間別にみた月齢と衝突回避行動指標の関係

月齢を加味した解析をするため、活動的な保育期間別

の2群について、性別に月齢と各衝突回避行動指標との

関連をみた。対象者から衝突回避行動がとれないものは、

除外し、衝突回避行動がとれた幼児について、解析を行っ

た。測定結果の散布図から回帰直線と回帰係数を求めた。

有意な回帰直線が得られた項目については回帰直線の差

が有意であるかを判定した。

1 )衝突回避行動がとれない幼児について

衝突回避行動のとれなかった幼児の分布を表7に示し

た。衝突回避行動がとれない幼児は 79人中男児7名、女

児 17名(計24名)で、女児に多い傾向が見られた(Fishers

exact test p = 0.0505)。 男児の短期群22%、長期群 16%、

女児の短期群53%、長期群 32%であり、2群の聞に有意
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表7 回避行動がとれなかた幼児の状況

男児 女児

短期群 長期群

対象
とれな

割合 対象
とれな

総数 かった かった
人数

幼児
(%) 人数

幼児

2歳 4 25 3 

3歳 10 2 20 8 2 

4歳 4 25 8 。
計 18 4 22 19 3 

差はみられなかった。

2 )保育期間別による月齢と各衝突回避行動指標の回帰

分析結果

回避行動測定ができた幼児は短期群の男児 14名、女児

8名、長期群の男児 16名、女児 17名であった。 図 1に

は接触生起率、 図2には平均反応時間、 図3には最短反

応時間の散布図と有意な回帰直線を示した。 回帰直線が

有意であった項目には回帰式と係数、確率を示した。接

触生起率の男児短期群と長期群、女児短期群と長期群、

平均反応時間の男児短期群、最短反応時間の男児短期群

については有意な回帰直線が得られた。 2群の回帰直線

が描けた接触生起率では女児の回帰直線の傾きの差が有

意であった。しかし男児では有意差は見られなかった。

また、短期群は長期群に比べ傾きが大きく、すなわち、

短期群では低月齢児は衝突回避行動指標値は大きく、加

齢によって急速に低下し、長期群と同じ程度となった。

長期群では低月齢児から衝突回避行動指標値は小さく、

加齢による変化は大きくなかった。一方、y軸切片の値

は長期群(男児:1，065、女児:l.201)短期群(男児:l.511、

女児:2.176) と長期群では低値であった。

4.回避行動測定の安全性について

今回の対象者 79名のうち、 55名が測定できた。延べ

観察回数 226回のうち、接触回数は 67回であったが、観

察側定中に事故や障害の発生はみられなかった。

考 察

1.調査対象児

幼児や児童では加齢により衝突回避行動が向上するこ

とがこれまでの調査からも明らかであったが、衝突回避

行動が生活活動や周囲の環境と どう関係しているのかは

明らかではなかった。生活活動を高める活動的な保育が

短期群 長期群

割合 対象
とれな

割合 対象
とれな

割合
かった かった

(%) 

33 

25 

。
16 

人数
幼児

(%) 人数
幼児

(%) 

6 4 67 3 2 67 

8 5 63 13 5 38 

3 。 。 9 11 

17 9 53 25 8 32 

衝突回避行動に与える影響を検討するため、活動的な保

育を長期間体験している幼児と短期間体験している幼児

の2群を設定し、短期間体験している幼児をコントロー

ルとした。

ここで対象とした保育所では幼児に活動的保育を取り

入れているため、幼児の生活活動に大きな刺激となって

活動的な生活へと向かっていることが予想される。また

このような活動的生活は運動能力(体力)、環境認知力(判

断力)などの向上が指摘されている 9)10)。活発な保育期

間が長くなるにつれ、活発な日常生活の習慣がさまざま

な経験を増加させ、衝突の危険認知力と判断力が向上し、

有効な動作の実行力の向上に役立っていると考えられ

る。 しかし、本研究対象者は同一保育園児であり、活動

的な保育を希望する保護者が活動的な幼児を、あるいは、

非活動的な幼児を入園させている可能性がある。 した

がって、選択バイアスをもたらしていた可能性があるが、

活動的保育の回避行動への影響度を検討するためにはこ

うした集団での対比を検討することも必要であると考え

ている。

2.短期群と長期群および日本人の平均身長・体重

対象者は日本人の平均値と比較すると、高身長、高体

重のものも見られた。これは、本研究対象者の例数が少

ないことによる偏りと考えられる。長期群の男児2歳の

身長と体重、女児2ム4歳児の身長でそれぞれ有意に身長

は高く、体重は重もかった。このことは生活活動指標や

回避行動指標の分析には加味していないことから、どの

程度影響があるのかは明確でない。今後このような差を

加味していく必要がある。

3.マッチング分析結果による生活活動指標と全身反応

時間への影響

男児の長期群ではすべての生活活動指標が増加し、平

均活動時聞を除き有意差が見られ、活動的保育が日常生
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活活動を高めていた。しかし、女児ではいずれの生活活

動指標においても有意差が見られず、活動的保育の効果

が明確でなかった。

4.加齢による変化を除いた男女別衝突回避行動指標の

保育期間の影響(マッチング分析結果)

先に述べたように男女差や加齢による接触生起率、平

均反応時間、最短反応時間の変化は著しいことから、男

女別に 2群聞の月齢をそろえた対象者によるマッチング

分析を行った結果では、男女の接触生起率、平均反応時

間、 最短反応時間で長期群が短期群より低値を示した。

特に、男児の接触生起率は有意差が見られた。このこと

は活動的保育による生活活動の活発化が各回避行動指標

に影響を与えていることを示唆していた。

5 男女別加齢による衝突回避行動の変化と保育期間の

影響(回帰分析の結果)

幼児期の衝突回避行動は加齢によ って向上するが、こ

の年齢の幼児についてはまだ衝突回避行動がとれない幼

児も多し、。回避行動がとれない児は男女とも短期群で多

かったことから保育期間によって改善された可能性があ

り、今後の調査で注目していきたし、。

回避行動がとれない幼児を除いて、月齢と各衝突回避

行動指標について回帰分析をおこなった。 回帰分析は保

育の効果とその大きさを確認するもので~ 2群間への影

響力が異なれば回帰直線の傾きや y軸切片に有意な違い

が現れる。低月齢児の活動的な保育の効果は大きかった

が高月齢児での影響は小さかったと考えられる。短期群

では加齢により各衝突回避行動指標は大きく減少してい

て、短期群では成長が回避行動指標に大きな影響を与え

ていることを示している。また、長期群では 3指標共に

短期群に比べ傾きが小さく 、y軸切片も小さいことから、

早期より衝突回避行動指標は低値(回避行動能力が高い)

であり、活動的保育が効果を及ほ、している可能性を示唆

した。

まとめ

本研究は、活動的な保育が衝突回避行動に及ぼす影響

を明らかにすることを目的に、活動的な保育を長期間体

験した幼児と短期間体験した幼児の 2群を設定し、短期

間体験している幼児をコントロ ールとした。

対象とした幼児は活動的保育を標傍する保育グループ

に参加している幼児であったが、 一般的な日本の幼児の

形態と大きな違いがなかった。

まず、(1)月齢による影響を除外するため男女別に 2

群から同じ月齢児を抽出し、比較したところ、生活活動

指標では男児の長期群の 1日の総エネルギー消費量、運

動量、歩数は短期群に比べ有意に大きかった。しかし、

女児では明確な差が見られなかった。回避行動指標では

男女とも長期群は短期群に比べすべて良好な傾向を示

し、特に男児の接触生起率は短期群に比べ有意に低かっ

た。

次に (2)回避行動指標の月齢の影響を解析するため回

帰分析を行った結果、月齢と回避行動指標との散布図に

回帰直線が描けたのは、男女の短期群と長期群の接触生

起率と男児の短期群の平均反応時間と最短反応時間で

あった。女児の生起率の回帰直線の傾きに有意差が見ら

れ、長期群では傾きが小さく、加齢による変化は小さかっ

た。短期群では傾きが大きく、高月齢児の接触生起率の

値は長期群と同程度に低下していた。 y軸切片の値は長

期群(男児 :1.0653，女児 :1.2011)、短期群(男児:1.511， 

女児 :2.176)と長期群では低月齢児で低値であったこと

から、活動的保育の効果は低月齢児でより強く現れてい

ると考えられた。また、このことは活動的保育による効

果は長期群で低月齢から見られたものの、高月齢児では

明確な効果が現れていないことを伺わせた。また、平均

反応時間と最短反応時間では男児女児で、接触生起率と

同様の傾向が見られた。
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